
第 １ 章　名称および事務所
（名　称）

　第　１　条　本会は「八木山まちづくり協議会」と称する。

（事務所）

　第　２　条　本会の事務所は、松が丘コミュニティセンターおよびつつじが丘集会所におく。

第 ２ 章　目的および事業

（目　的）

　第　３　条　本会は、八木山小校区（以下「校区」という）の諸団体等の協力のもと、明るく豊かで健康的なまちづくりをめざし、校区住民のふれあいを深め、住みよい生活環境を生み出していくとともに、住民総参加のもと、青少年の健全な育成と、高年齢化時代に相応した地域社会での生きがいと福祉活動を推進することを目的とする。

（事　業）

　第　４　条　本会は、この目的の達成のために、それぞれの団体等の自主性を尊重しつつ、相互に連携と調整を図りながら、友好的かつ総合的な成果が得られるよう、次の各項の事業を行う。

　　　（１）校区住民としての自覚と誇り、安らぎのもてる故郷づくりのための事業。
　　　（２）地域社会の文化・教育環境、ならびに自然環境の健全な維持発展に関する事業

　　　（３）心身ともに力強い社会性をもった青少年を育成するための事業

　　　（４）やさしくいたわりのある福祉と、生き甲斐のもてるまちづくりのための事業

　　　（５）校区住民の体育振興、ならびに保健衛生に関する事業

　　　（６）その他、加盟団体・同好会・グループ等の目的を達成するための支援事業。

第 ３ 章　構　　成

（構成団体）

　第　５　条　本会は、次の各項の団体等により構成する。

　　　　①　松が丘連合自治会　　　　　　　　②　つつじが丘統一自治会

　　　　③　八木山小ＰＴＡ　　　　　　　　　④　鵜沼中ＰＴＡ
　　　　⑤　八木山校区子ども会　　　　　　　⑥　少年指導者部会

　　　　⑦　シニアクラブ（松が丘長寿会・つつじが丘シニアクラブ）

　　　　⑧　つつじが丘女性会　　　　　　　　

⑨　民生児童委員　　　　　　　　　　⑩　八木山小学校職員

⑪　鵜沼中学校職員　　　　　　　　　⑫　青少年育成市民会議

⑬　社会福祉協議会　　　　　　　　　⑭　体育振興会

⑮　八木山校区補導委員

（認可団体）

第　６　条　本会の目的達成のため、校区住民により結成された同好会、もしくは団体を本会が承認し、その認可団体に助言、助成することができる。

　　　２．助成金支出に関しては認可団体より申請書を提出し、連絡協議会で審議し承認を得て助成をする。
　　　３．認可基準については、別途これを定める。

第 ４ 章　機関および機能

（機　関）

　第　７　条　本会は次の各項の機関をおく。

　　　（１）拡大連絡協議会（総会）

　　　（２）連絡協議会

　　　（３）事務局

（構成および機能）

　第　８　条　拡大連絡協議会（総会）は、本規約第５条に定める団体等の新・旧代表者および新・旧の事務局長・事務局員と、本規約第６条に定める認可団体の代表者により構成し、本会の最高決議機関とし、次の各項を審議決定する。
　　　（１）本部役員の承認。
　　　（２）年間事業報告・方針および決算・予算の審議決定。

　　　（３）本会の規約改正

　　　（４）事務局長および事務局員等の承認。

　第　９　　条　連絡協議会は、本規約第５条で定める団体等の代表者および事務局長等により構成し、次の各項を審議、決定する。

　　　（１）各事業計画の審議、決定。

　　　（２）各事業予算・決算の承認。

　　　（３）本会構成団体間の連携の調整、および重要事項の承認。

　　　（４）決定事項について、各団体への周知徹底。

　　　（５）その他、本会の目的達成に必要な事項。

（招集および決定）
　第１０条　拡大連絡協議会（総会）は、年１回４月に開催する。連絡協議会は、本会会長が必要と認めたときに会長がこれを招集する。
２．規約第４章第９条で定める構成員の過半数から、会議の目的を示し開催の要求があったときには、会長は連絡協議会を招集しなければならない。
　第１１条　拡大連絡協議会（総会）および連絡協議会の議長は、本会の副会長がこの任にあたる。

　第１２条　拡大連絡協議会（総会）および連絡協議会の成立は構成員の過半数の出席で成立し、議事は出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは会長がこれを決する。

第 ５ 章　役　　員

（本部役員）

　第１３条　本会には次の役員をおく。
　　　（１）会長　　　　　１名

　　　（２）副会長　　　　１名

　　　（３）会計監査　　　２名

（職　務）

　第１４条　本部役員は次の職務を行う。

　　　（１）会長は本会を代表し、会務を統括する。

　　　（２）副会長は会長を補佐し、会長がその職務遂行に支障ある場合は、その職務を代行する。

　　　（３）会計監査は、本会すべての会務および会計を監査する。
（選　任）

　第１５条　役員の選任については、次のとおりとする。

　　　（１）会長は、原則として松が丘連合自治会長、つつじが丘統一自治会長が交互に選任され、会長に選任されなかった他の自治会長が本会副会長に選任される。

　　　（２）会計監査は連絡協議会が推薦し、拡大連絡協議会（総会）がこれを承認する。

（任　期）

　第１６条　役員の任期は１年とし、再任は妨げない。

第 ６ 章　事　務　局

（事務局の目的）

　第１７条　本会は、本会運営の効率化と機能充実を図るため事務局をおく。
（機　能）

　第１８条　事務局は本会の目的達成のために、次の各項の事務事業を行う。

　　　（１）本会事業に関する事項を企画立案し連絡協議会に提案する。

　　　（２）本会事業の記録、その他必要資料の作成、管理。

　　　（３）会の会計業務

　　　（４）本会事業の会員への周知徹底を図るための広報活動等。

　　　（５）本規約第５条で定める本会構成団体間の連携、調整および本規約第６条で定める認可団体への連絡業務。

　　　（６）その他、第１７条の目的達成に必要と思われる事項。

（構　成）

　第１９条　事務局は、第１７条の目的達成のため次の各項の局員をおく。
　　　（１）事務局長　　　　　　１名

　　　（２）企画・調整　　　　　若干名

　　　（３）調査・広報　　　　　若干名

　　　（４）会計・書記・庶務　　若干名

（選　任）

第２０条　事務局を統括する事務局長は、本規約第５条で定める本会の構成団体の役員経験者より会長が推薦し、拡大連絡協議会（総会）の承認を得て選任される。
２．事務局員は、本規約第５条で定める本団体構成員から連絡協議会が推薦し、拡大連絡協議会（総会）で選任する。

（会計・書記の選任）

　第２１条　会計・書記には小学校ＰＴＡ、および校区子ども会等から若干名を選任する。

（顧問の選任）

第２２条　その他、本会会長および事務局長の推薦により、本会の目的を達成するため、本規約第５条で定める構成団体の役員経験者を顧問におくことができる。
２．ただし、この場合、連絡協議会の承認を得なければならない。

（任　期）

第２３条　事務局長、事務局員および顧問の任期は１年とするが再任は妨げない。ただし、事務局長および顧問の任期は連続して３年を越えないものとする。
第 ７ 章　会　　計
（経　費）
第２４条　本会の経費は、本規約第５条で定める構成団体よりの助成金・賛助金、利息、その他の収入をもってこれに当てる。
（会計年度）

　第２５条　本会の会計年度は、４月1日より翌年３月３１日までとする。

（附　則）

　１．平成　６年　４月１０日　　施行

　２．平成１６年　４月１１日　　改定

　３．平成１８年　４月　９日　　改定
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